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１ はじめに 

ラオスでは，２０１７年１１月に開催された国民議会において，新たな法律や改正法が

成立した。すなわち，新たな法律として，物品の輸入によって影響を受ける生産者保護法，

テクノロジー伝達法，気象法，支払法，国家資産による購入法，伝染病予防管理法，裁判

官法，ラオス赤十字法などが，改正法として，刑事訴訟法，国家監査法，都市計画法，国

籍法，ラオス労働組合法，鉱物法，知的財産法などが成立した。本稿では，これらのうち，

刑事訴訟法の改正について，法律人材育成強化プロジェクト（フェーズ２）の活動を通じ

て筆者が入手した同法の改正ドラフト最終版を基に，主な改正部分について報告したい。 
 
２ 刑事訴訟法のこれまでの改正状況等 

(１) ２０１２年の改正までの状況 
ラオスは，１９７５年に人民革命党の一党独裁体制のもとでの民主集中制を採用し

た社会主義体制となり，その翌年の１９７６年に刑事手続に関する首相令を発出した。

その後，しばらくの間，いわゆる刑事訴訟法（以下，「刑訴法」という。）に類する手

続法は整備されず，１９８９年１１月２３日にラオスにおいて初めての刑訴法が国民

議会で承認され，翌１９９０年１月９日に国家主席令により公布された（以下，「１９

９０年刑訴法」という。）。 
１９９０年刑訴法の構成は，全９６条，「第１部 総則（第１条－第１６条），第２

部 刑事手続関係者の権利及び義務（第１７条－第２５条），第３部 刑事事件におけ

る捜査（第２６条－第６０条），第４部 第一審裁判所における訴訟手続（第６１条－

第６７条），第５部 取消し裁判所における訴訟手続（第６８条－第７７条），第６部 

判決の執行（第７８条－第８０条），第７部 医療措置に関する裁判所の方策（第８１

条，第８２条），第８部 完全に有効な裁判所の決定及び判決の監視（第８３条－第９

６条）」となっていた。 
刑訴法は，２００４年に最初の改正が行われ，２００４年５月１５日に改正案が国

民議会で承認され，２００４年６月１４日に国家主席令により公布された（以下，「２

００４年刑訴法」という。）。 
２００４年刑訴法は，全１２２条，「第１部 総則（第１条－第１８条），第２部 刑

事事件手続における証拠（第１９条－第２１条），第３部 刑事事件手続の責任を負う

組織及び刑事事件手続への参加者（第２２条－第３５条），第４部 刑事事件の捜査

（第３６条－第７４条），第５部 第一審裁判所における訴訟手続（第７５条－第８４

条），第６部 上訴に関する訴訟手続（第８５条－第９４条），第７部 破棄裁判所に
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おける訴訟手続（第９５条－第１０２条），第８部 判決の執行（第１０３条－第１０

７条），第９部 訴訟事件の再審（第１０８条－第１１３条），第１０部 治療手段（第

１１４条－第１１６条），第１１部 刑事事件手続における国際協力（第１１７条－第

１２０条），第１２部 最終規定（第１２１条，第１２２条）」から構成されていた1。

２００４年刑訴法への改正では，それまで二審制で行われていた刑事裁判に三審制が

導入されたことに加えて，監督審制度が廃止されており，大きなシステムの変更を伴

う法改正であったと評価することができるであろう。 
 
(２) ２０１２年の刑訴法改正について 

その後，刑訴法は，２０１２年に再度の改正が行われ，２０１２年７月１０日に改

正版が国民議会で承認され，２０１２年８月１日の国家主席令により公布された（以

下，「２０１２年刑訴法」という。）。 
２０１２年刑訴法は，全２７５条，「第１章 総則（第１条－第９条），第２章 刑

事手続における基本原則（第１０条－第２６条），第３章 刑事事件における証拠（第

２７条－第４４条），第４章 刑事手続における組織及び参加者（第４５条－第７４

条），第５章 捜査手続（第７５条－第１１２条），第６章 捜査の方法と予防措置／

強制手段（第１１３条－第１５０条），第７章 捜査機関の法律遵守の監督・監査にお

ける検察院の権限義務及び裁判所への被疑者の起訴（第１５１条－第１５９条），第８

章 第一審裁判所における訴訟手続（第１６０条－第２１０条），第９章 控訴審の訴

訟手続（第２１１条－第２２４条），第１０章 破棄裁判所における訴訟手続（第２２

５条－第２３４条），第１１章 裁判所裁判の執行（第２３５条－第２５８条），第１

２章 訴訟事件の再審（第２５９条－第２６４条），第１３章 治療措置（第２６５条

－第２６９条），第１４章 刑事事件手続における国際協力（第２７０条－第２７３

条），第１５章 最終規定（第２７４条，第２７５条）」から構成されている。 
２０１２年刑訴法への改正の主なものとしては，証拠に関する規定の増加，被疑者・

被告人の権利についての改正，捜査開始に関する規定の設置や時間制限に関する規定

の増加など捜査に関する規定の詳細化，公判手続に関する規定の詳細化などが挙げら

れる2。別添の資料１に，新たな条項追加や変更について一覧表としているので参照さ

れたい。 
 

                                                   
1  ２００４年刑訴法は「全１２章わずか １２２条の法律であり，その中に上訴審，判決執行，再審等

も規定されているなど，手続法としては簡略で，概括的な規定が多い法律であった。」伊藤浩之「ラオス

改正刑事訴訟法の概要」ICD NEWS 第６１号（２０１４年）２０頁。 
2 「手続をより明確にし，かつ，２００９ 年に改正された人民検察院法及び人民裁判所法で変更された

検察及び裁判所の構成，名称と整合させるため，２０１２ 年に再度の改正が行われた。２０１２ 年刑

事訴訟法は，全１５ 章 ２７５条からなっており，条文数が倍以上になったことからもうかがえるよう

に，より詳細な規定となっている一方で，基本的な構造，原則はほぼ変わらないままである。」 伊藤浩

之「ラオス改正刑事訴訟法の概要」２０頁。２０１２年刑訴法の主な改正点については，同論稿に詳述

されている。 
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３ ２０１７年１１月の刑訴法改正について 

２０１７年１１月の国会で可決された改正刑訴法（以下「２０１７年刑訴法」という。）

は，章及び節の構成，条文数において２０１２年刑訴法と変更がなく，資料２の対照表に

記載した通り，一部の条文に関して項や号を加えたり，一部の条項やタイトルに関して文

言の変更・追加を行うなどの改正にとどまっている。２００４年刑訴法から２０１２年刑

訴法への改正に比し，比較的小規模の改正を行うにとどめたものと評価できる。規模の小

さな改正であった中でも筆者の目を引いたものとして以下のものが挙げられる。 
一つは，単独の裁判官による審理判決を認める条項が設けられたという点である。ラオ

スでは職業裁判官３名による合議体により刑事裁判が審理されることとなっており，２０

１２年刑訴法１８条１項では，「最高人民裁判所，地域人民裁判所，県・都人民裁判所，地

区人民裁判所，高等軍事裁判所，地域軍事裁判所の裁判体は，３名の裁判官で構成され，

１名が裁判長，ほかの２名が合議体構成員となる。」と定められていたが，この度の改正に

より，２０１７年刑訴法１８条１項に，「ただし，第一審における重大でない事件で，単独

の裁判官が判決を行う場合を除く。」との文言が加わり，刑事第一審において軽微な事件に

関する単独審が認められることになった。 
次に，捜査機関が検察院から補充捜査の実施のために事件ファイルを送り返され事件の

差戻しを受けた場合における再度の事件ファイル送致までの期間制限が延長された点であ

る。２０１２年刑訴法１５３条３項では，「捜査機関は，追加捜査指示書受領後３０日以内

に，関係検察院に，補充捜査摘要書とともに事件ファイルを送らなければならない。」と定

められていたが，２０１７年刑訴法の同条項では，「捜査機関は，本法１１０条３項の規定

に従い，追加捜査指示書受領後２か月以内に，関係検察院に，補充捜査摘要書とともに事

件ファイルを送らなければならない。」と下線部分が追加され，事件ファイルの再送致の期

間制限が約２倍に延長されることになった。 
事件ファイルの差戻しに関しては，検察院が起訴後に裁判所から補充捜査等のために事

件ファイルの差戻しを受けた場合における補充捜査の期間制限についても，新たに規定が

設けられた。すなわち，２０１７年刑訴法１６８条に，新たに「裁判所が補充捜査のため

に事件ファイルを人民検察院に差戻した場合，その捜査の期間を１か月以内とする。」との

条項が３項として追加され，検察院が裁判所からの事件ファイルの差戻しを受けて補充捜

査を行う場合の捜査機関が１か月以内と明確に限定された。 
次に，地区，県，首都人民裁判所の権限（事物管轄）に関する基準が変更された点であ

る。２０１２年刑訴法１６１条では，「地区人民裁判所，県，首都人民裁判所の審理判決は

以下のとおり行う。１ 刑法その他の法律が，３年未満の自由刑を定める各犯罪は，地区

人民裁判所の管轄である（同条１号）」と規定されていたが，２０１７年刑訴法では，「３

年未満の自由刑を定める」の部分が「３年以下の自由刑を定める」との文言に改正され，

３年の自由刑を定める犯罪についても地区人民裁判所の管轄とされることになった。この

点，２０１７年刑訴法１６１条２号では，依然，「刑法典その他の法律が，３年以上の自由

刑を定める各犯罪（中略）は，県，首都人民裁判所の管轄である。」と規定されており，３
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年の自由刑を定める犯罪については地区人民裁判所でも県・首都人民裁判所でも扱うこと

ができると解しうる規定となっており，上記両既定をどのように解釈するかが問題になる

と思われる。 
最後に，２２０条控訴審裁判所の事件審議における権限範囲に関する２２０条の規定が

改正され，同条２項の趣旨を明確化する意図と思われる文言の追加が行われたほか，新た

に「もし第一審検察院の長が異議申立を行わず，しかし控訴検察院の長が異議申立を行っ

ている場合には，控訴裁判所は第一審裁判所の判決を破棄する判決を出し，事件ファイル

を第一審裁判所の新たな合議体に再審理させる。」との規定が同条３項として追加された

点である。現時点では，上記の場合に控訴審での審理を行わずに第一審への破棄差戻しを

行うこととした改正趣旨は定かではないが，原審を担当した検察院と控訴審を担当する検

察院とで一審判決に対する異議申立の要否の意見に相違がある場合を想定していることは

特徴的と言えるだろう。 
 
４ 最後に 

２０１２年刑訴法から２０１７年刑訴法への改正では，２０１２年刑訴法が抱えていた

曖昧ないし不明確な条文文言の明確化，条文相互の矛盾混乱の整理，捜査段階の期間制限

に関する整理などが行われることを期待していたが，実際には，それらの点に関する具体

的な手当てがなされた改正にはなっていないようである。現在進行中の法律人材育成強化

プロジェクト（フェーズ２）の刑事法サブワーキング・グループでは，捜査段階における

論点を Q＆A 方式で取りまとめた執務参考資料を作成しており，同資料作成の協議の中で，

２０１２年刑訴法が抱える問題点も検討の俎上に上げ，密な議論を行ってきた。刑訴法の

次なる改正の際には，同グループの協議で培われた問題意識が活用され，法改正の検討作

業の中で吟味されることを期待したい。 
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資料１ ２０１２年刑訴法の改正概要表 
 章，節，条文のタイトル 改正・新設

の有無等 

２００４年刑訴

法の関連条文 

第１章 総則   

１条  目的 改正  

２条  刑事事件手続 改正  

３条  用語の説明 新設  

４条  刑事事件手続に関するポリシー 新設  

５条  刑事事件手続の必要性 改正 旧３条 

６条  刑事事件手続を終了させる事由 改正 旧４条 

７条  保護 新設  

８条  法律の適用範囲 新設  

９条  国際協力 新設  

第２章 刑事事件手続における基本原則   

１０条  刑事事件手続における基本原則 新設  

１１条  法遵守 新設  

１２条  国民の権利自由侵害の禁止 改正 旧５条 

１３条  法と裁判所の前における国民の平等 改正 旧６条 

１４条  防御権の保障 改正 旧７条 

１５条  無罪推定 改正 旧８条 

１６条  刑事事件における損害賠償の検討 新設  

１７条  判決の権限 改正 旧９条 

１８条  合議による事件審理 改正 旧１０条 

１９条  裁判官の独立 改正 旧１１条 

２０条  事件手続で使用される言語  旧１２条 

２１条  公開審理 改正 旧１３条 

２２条  回避，忌避 改正 旧１５条 

２３条  同一事件の審理に参加することの禁止  旧１６条 

２４条  包括的，完全かつ客観的な事件手続 改正 旧１７条 

２５条  告訴権の保障 改正 旧１８条 

２６条  協調 新設  

第３章 刑事事件における証拠   

第１節  証拠   

２７条  証拠 改正 旧１９条 

２８条  証拠の種類  旧２０条 
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第２節  物的証拠   

２９条  物的証拠 新設  

３０条  物的証拠の収集と保管 新設  

３１条  物的証拠に関する問題解決 新設  

第３節  書証   

３２条  書証  旧２０条 

３３条  手続遂行者の記録 新設  

第４節  人的証拠   

３４条  人的証拠 新設  

３５条  被疑者（プートゥクソンサイ）の供述 新設  

３６条  被疑者（プートゥハー）又は被告人の供述 新設  

３７条  被害者の供述 新設  

３８条  民事原告，民事責任者の供述 新設  

３９条  証人の供述 新設  

４０条  専門家又は熟練者の鑑定書 新設  

第５節  証拠の収集/組立   

４１条  真実を追究しなければならない状況 新設  

４２条  証拠排除 新設  

４３条  証拠収集 新設  

４４条  証拠の検査及び評価 改正 旧２１条 

第４章 刑事事件手続における組織及び参加者   

第１節  刑事事件手続の組織及び遂行者   

４５条  刑事事件手続の組織 改正 旧２２条 

４６条  捜査機関 改正 旧２３条 

４７条  捜査機関の権限と義務 改正 旧２４条 

４８条  人民検察院 改正 旧２５条 

４９条  検察院の権限と義務 新設  

５０条  人民裁判所 改正 旧２６条 

５１条  裁判所の権限と義務 新設  

５２条  刑事事件手続遂行者 新設  

５３条  捜査機関の長，副長の権限と義務 改正 旧２３条 

５４条  捜査官の権限と義務 改正 旧２４条 

５５条  捜査官補の権限と義務 新設  

５６条  検察院の長，副長の権限と義務 新設  

５７条  検察官の権限と義務 新設  

５８条  検察官補の権限と義務 新設  
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５９条  裁判所長，副所長の権限と義務 新設  

６０条  裁判官の権限と義務 新設  

６１条  裁判官補の権限と義務 新設  

６２条  書記官の権限と義務 新設  

第２節  刑事事件手続参加者   

６３条  刑事事件手続参加者 改正 旧２７条 

６４条  被疑者（プートゥクソンサイ） 新設  

６５条  被疑者（プートゥクハー） 改正 旧２８条 

６６条  被告人 改正 旧２８条 

６７条  被害者 改正 旧２９条 

６８条  民事原告 改正 旧３０条 

６９条  民事責任者 改正 旧３１条 

７０条  証人 改正 旧３２条 

７１条  弁護人又は保護者 改正 旧３５条 

７２条  専門家又は熟練者の鑑定書 改正 旧３３条 

７３条  熟練者 新設  

７４条  通訳人 改正 旧３４条 

第５章 捜査手続   

第１節  捜査機関の権限と義務   

７５条  権限と義務を有する機関 新設  

７６条  警察捜査機関の権限と義務 新設  

７７条  郡捜査機関の権限と義務 新設  

７８条  税務捜査機関の権限と義務 新設  

７９条  森林捜査機関の権限と義務 新設  

８０条  汚職防止捜査機関の権限と義務 新設  

８１条  その他の捜査機関の権限と義務 新設  

８２条  検察院の権限と義務 新設  

８３条  管轄権 新設  

第２節  捜査開始   

８４条  捜査開始 新設  

８５条  捜査開始ｓ命令の変更ないし追加 新設  

第３節  捜査に関する一般原則   

８６条  捜査開始に至る原因 改正 旧３６条 

８７条  告訴又は通報 新設  

８８条  自首 新設  

８９条  犯罪の痕跡の発見 新設  
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９０条  告訴又は通報の検討期間の規定 新設  

９１条  捜査開始命令 改正 旧３７条 

９２条  捜査不開始原因 新設  

９３条  捜査不開始命令 改正 旧３７条 

９４条  捜査開始のモニタリングと検証 改正 旧３８条 

９５条  捜査官の活動 改正 旧３９条 

９６条  捜査の行われる場所 新設  

９７条  多数の場所で発生した犯罪 新設  

９８条  捜査を遂行する捜査官又は検察官の任命 新設  

９９条  捜査嘱託 新設  

１００条  捜査の記録 新設  

１０１条  捜査の秘密保持 新設  

１０２条  掲示事件手続参加者からの要請の検討 新設  

１０３条  捜査手続期間における損害賠償請求 新設  

１０４条  民事責任者（となる者の検討） 新設  

１０５条  捜査における通訳人の参加 新設  

１０６条  通訳人，専門家，熟練者になることができない者 新設  

１０７条  損害賠償の担保 新設  

１０８条  財産，物品の差押，保全 改正 旧５５条 

１０９条  捜査手続の併合と分離 新設  

１１０条  捜査期間 改正 旧４１条 

１１１条  仮勾留期間の規定 改正 旧６５条 

１１２条  犯罪の原因又は条件を取り除く手段 新設  

第６章 捜査の方法と予防措置（強制手段）   

第１節  事情聴取   

１１３条  召喚状 新設  

１１４条  召喚の規定 新設  

１１５条  取調べ・事情聴取 改正 旧４３条，４５

条 

１１６条  被疑者（プートゥクハー）の取調べ 改正 旧４３条 

１１７条  １８歳未満の子供，聴覚・視覚・言語障害者，知的・精

神障害者からの事情聴取 

改正 旧４４条 

１１８条  証人からの事情聴取 改正 旧４３条 

１１９条  対質 改正 旧４６条 

１２０条  識別及び確認 改正 旧５８条 

第２節  財産の捜索差押保全   

66



１２１条  捜索 改正 旧５１条 

１２２条  捜索に至る原因 新設  

１２３条  建造物の捜索 改正 旧５２条 

１２４条  車両及び個人の捜索 改正 旧５３条 

１２５条  捜索の記録 改正 旧５４条 

１２６条  捜索の際の物，書類の差押 新設  

１２７条  郵便，小包，ファックスの差押 新設  

１２８条  刑事事件手続に有益な財産の保全 新設  

第３節  現場検証，検視   

１２９条  現場検証 改正 旧４７条 

１３０条  身体検査 新設  

１３１条  検視/検死 改正 旧４８条 

１３２条  検証の記録 改正  

１３３条  専門家，熟練者の選任 改正 旧５０条 

１３４条  再現 改正 旧５７条 

第４節  予防手段（強制手段）   

１３５条  予防手段（強制手段）を使用するに至る基礎 新設  

１３６条  予防手段（強制手段）の種類  旧５９条 

１３７条  連行 改正 旧６０条 

１３８条  拘束 改正 旧６１条 

１３９条  逮捕 改正 旧６２条 

１４０条  現行犯逮捕及び緊急逮捕 改正 旧６３条 

１４１条  逮捕の記録 改正 旧６４条 

１４２条  仮勾留 改正 旧６５条 

１４３条  保釈 改正 旧６６条 

１４４条  在宅軟禁 改正 旧６７条 

１４５条  職責の停止 改正 旧６８条 

第５節  捜査の中止，却下，終了   

１４６条  捜査の中止 改正 旧６９条 

１４７条  中止された捜査の再開 改正 旧７０条 

１４８条  事件却下 改正 旧７１条 

１４９条  却下された捜査の再開 改正 旧７２条 

１５０条  捜査の終了 新設  

第７章 捜査機関の法律遵守の監督・監査における検察院の権限義

務及び裁判所への被疑者（プートゥクハー）の起訴 
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第１節  捜査機関の法律遵守の監督・監査における検察院の権限

と義務 

  

１５１条  検察院の権限と義務 改正 旧７３条 

１５２条  事件検討と付意見の期間の規定 改正 旧７４条 

１５３条  補充捜査のための事件ファイルの返還 新設  

第２節  裁判所への起訴   

１５４条  被疑者（プートゥクハー）の裁判所への起訴 新設  

１５５条  裁判所に送らない子供の犯罪 新設  

１５６条  意見書（カムタレーン） 新設  

第３節  直接起訴   

１５７条  裁判所への直接起訴 新設 旧４０条 

１５８条  直接起訴の条件 新設 旧４０条 

１５９条  直接起訴手続 新設 旧４０条 

第８章 第一審裁判所における訴訟手続   

第１節  刑事第一審裁判所の権限（管轄）   

１６０条  刑事第一審判決において権限（管轄）を有する裁判所 新設 旧８３条 

１６１条  地区，県，首都人民裁判所の権限（管轄） 新設 旧８３条 

１６２条  裁判所の土地管轄 新設 旧８３条 

１６３条  裁判所の権限（管轄）に関する裁定 新設  

第２節  裁判（ピッチャラナー）のための事件受理   

１６４条  裁判のための事件受理 改正 旧７５条 

１６５条  第一審裁判所における事件検討判決（裁判）のための期

間の規定 

改正 旧７５条 

１６６条  裁判所の手段 改正 旧７７条 

１６７条  裁判所による事件検討 改正 旧７６条 

１６８条  補充捜査のための事件ファイルの差戻し 新設 旧７６条 

１６９条  事件を公判に付す命令の内容 新設  

１７０条  証言のための個人又は組織の召喚 新設  

第３節  公判における訴訟手続に関する規制   

１７１条  第一審裁判合議体 新設  

１７２条  公判の規則 新設  

１７３条  公判規則違反者に対する措置 新設  

１７４条  検察院の長の参加 新設  

１７５条  被告人の参加 新設  

１７６条  被害者，民事原告，民事責任者の参加 新設  

１７７条  証人の参加 新設  
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１７８条  弁護人又はその他の保護者の参加 新設  

１７９条  専門家，熟練者の参加 新設  

１８０条  通訳人の参加 新設  

１８１条  公判審理の中止及び延期 改正 旧８１条 

１８２条  公判延期の期間 新設  

１８３条  裁判（事件検討判決）の範囲 新設  

１８４条  公判の記録 新設  

第４節  公判開始   

１８５条  公判開始手続 新設  

１８６条  公判に付された事件の告知 新設  

１８７条  合議体裁判官，書記官，検察院の長の名前の告知 新設  

１８８条  忌避の権利 新設  

１８９条  忌避に関する検討結果 新設  

１９０条  専門家及び通訳人の権利義務の説明 新設  

１９１条  証人の権利義務の説明 新設  

第５節  公判審理   

１９２条  第一審公判審理規則 改正 旧７８条 

１９３条  起訴状朗読 新設  

１９４条  審理（タイスワン）の方法 新設  

１９５条  被告人の審理（タイスワン） 改正 旧７８条 

１９６条  被害者，民事原告，民事責任者，弁護人又はその他の保

護者の審理（タイスワン） 

新設  

１９７条  証人の審理（タイスワン） 新設  

１９８条  専門家による鑑定意見陳述 新設  

１９９条  証拠の顕出 新設  

２００条  審理の終了 新設  

第６節  弁論   

２０１条  弁論規則 新設  

２０２条  弁論 新設  

２０３条  被告人の最終意見陳述 新設  

第７節  非公開室での評議及び判決宣告   

２０４条  非公開室での評議 改正 旧７９条 

２０５条  判決 新設  

２０６条  裁判所の判決宣告 改正 旧８０条 

２０７条  面前での判決，面前とみなす判決，在廷しない判決 改正 旧８２条 

２０８条  第一審判決の種類 改正 旧８４条 
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２０９条  被告人の釈放 新設  

２１０条  判決の印刷と交付 新設  

第９章 控訴審の訴訟手続   

２１１条  控訴審の判決権限を有する裁判所 新設  

２１２条  控訴要請の権利 新設  

２１３条  検察院の異議申立 改正 旧８５条 

２１４条  裁判所の判決に対する控訴要請及び異議申立 改正 旧８６条 

２１５条  裁判所の判決に対する控訴要請又は異議申立の規制 改正 旧８７条 

２１６条  控訴審裁判所の判決手続の期限 改正 旧８７条 

２１７条  控訴要請又は異議申立てを追加，変更及び取り下げる権

利 

改正 旧８８条 

２１８条  控訴審裁判所での追加証拠の提示及び審議 改正 旧８９条 

２１９条  控訴審裁判所での訴訟事件審議に関連する規制 改正 旧９０条 

２２０条  控訴審裁判所の事件審議における権限範囲 改正 旧９１条 

２２１条  控訴審裁判所の判決 新設  

２２２条  控訴審裁判所の判決の種類 改正 旧９２条 

２２３条  判決を破棄又は変更する理由  旧９３条 

２２４条  第一審裁判所による訴訟事件の再審議 改正 旧９４条 

第１０章 破棄審裁判所における訴訟手続   

２２５条  破棄審の判決権限を有する裁判所 新設  

２２６条  判決への破棄要請又は異議申立 改正 旧９６条 

２２７条  破棄要請に関する規制 改正 旧９７条 

２２８条  破棄審裁判所の審議の期限 新設  

２２９条  破棄要請又は異議申立の審議 改正 旧９８条 

２３０条  破棄審裁判所の判決 新設  

２３１条  破棄審裁判所の判決の種類 改正 旧９９条 

２３２条  控訴審裁判所の命令，決定又は判決を破棄する理由 改正 旧１００条 

２３３条  破棄裁判所での訴訟事件審議における権限の範囲 改正 旧１０１条 

２３４条  控訴審裁判所による訴訟事件の再審議 改正 旧１０２条 

第１１章 裁判所裁判の執行   

第１節  裁判所裁判の執行に関する一般規則   

２３５条  裁判所裁判の執行 改正 旧１０３条 

２３６条  裁判所裁判の執行手続 新設  

２３７条  裁判所裁判の執行機関 改正 旧１０４条 

２３８条  受刑者の釈放 改正 旧１０５条 

２３９条  受刑者釈放の実施方法 改正 旧１０６条 
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第２節  自由刑及びその他の刑の実施   

２４０条  自由刑の実施 新設  

２４１条  自由刑の実施の停止 新設  

２４２条  自由刑実施の停止理由 新設  

２４３条  刑罰実施の停止された受刑者の監督 新設  

２４４条  執行猶予，自由刑でない矯正刑の実施 新設  

２４５条  軟禁刑の実施 新設  

２４６条  罰金刑及び損害賠償の実施 新設  

２４７条  財産没収，物品没収の刑罰の執行 新設  

第３節  受刑者の移送   

２４８条  受刑者の移送 新設  

２４９条  受刑者移送の願書提出 新設  

２５０条  受刑者移送の要請検討 新設  

２５１条  受刑者移送の経費 新設  

第４節  条件付期間前の釈放   

２５２条  期間前の釈放 新設  

２５３条  条件付期間前の釈放 新設  

２５４条  条件付期間前の釈放に関する検討規則 新設  

第５節  死刑の実施   

２５５条  死刑執行の規則 改正 旧１０７条 

２５６条  死刑判決の実施 新設  

第６節  裁判所判決の実施に関する検察院の監督   

２５７条  刑罰実施場所の監督における検察院の権限及び任務 新設  

２５８条  裁判所判決の実施における検察院の権限及び任務 新設  

第１２章 訴訟事件の再審   

２５９条  再審された訴訟事件の受理 改正 旧１０８条 

２６０条  訴訟事件再審の理由 改正 旧１０９条 

２６１条  訴訟事件再審の期限 改正 旧１１０条 

２６２条  再審要請願書の提出及び検討 改正 旧１１１条 

２６３条  検察院の長における再審 改正 旧１１２条 

２６４条  再審における最高人民裁判所の権限 改正 旧１１３条 

第１３章 治療措置   

２６５条  治療措置 新設  

２６６条  治療処置の適用 改正 旧１１４条 

２６７条  治療処置の種類 新設  

２６８条  緊急の場合における治療 改正 旧１１５条 
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２６９条  被治療者の保護・監督  旧１１６条 

第１４章 刑事事件手続における国際協力   

２７０条  刑事事件手続における国際協力の原則  旧１１７条 

２７１条  刑事事件手続における国際協力  旧１１８条 

２７２条  司法共助の実施 改正 旧１１９条 

２７３条  司法共助提供の拒否  旧１２０条 

第１５章 最終規定   

２７４条  執行   

２７５条  発効   
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資料２ ２０１７年改正に関する新旧比較表 
改正前 改正後 

（条文文言の変更追加については，下線を付して明

示。条項の追加については該当条項を適示。） 

【第３条】用語の説明  新たに「捜査とは，犯罪に関する証拠を収集する

ことである」が第３条１３号として追加。 

【第６条】刑事事件手続を終了させる事由 

２項： 社会的に危険な行動をした１５歳未満の少

年については，少年の権利利益保護法，刑法

その他の関連法律に従う。 

  

 社会的に危険な行動をした１５歳未満の少年に

ついては，少年の権利利益保護法，少年事件手続法

及び刑法典が適用される。 

【第１８条】合議による事件審理 

１項： 最高人民裁判所，地域人民裁判所，県・都

人民裁判所，地区人民裁判所，高等軍事裁判

所，地域軍事裁判所の裁判体は，３名の裁判

官で構成され，１名が裁判長，ほかの２名が

合議体構成員となる。 

  

 最高人民裁判所，地域人民裁判所，県・都人民裁

判所，地区人民裁判所，高等軍事裁判所，地域軍事

裁判所の裁判体は，３名の裁判官で構成され，１名

が裁判長，ほかの２名が合議体構成員となる。ただ

し，第一審における重大でない事件で，単独の裁判

官が判決を行う場合を除く。 

【第３０条】物的証拠の収集と保管 

１項： 物的証拠の収集は，発見されたときに直ち

に行わなければならない。物的証拠は徹底的

に行い，発見されたときの物の状態を記録し

なければならず，規則に従って保管しなけれ

ばならない。物証を収集できないときには，

写真を記録し，技術的な規則に従って保管し

なければならない。 

 

  

 物的証拠の収集は，発見されたときに直ちに行わ

なければならない。物的証拠は徹底的に行い，発見

されたときの物の状態を記録しなければならず，規

則に従って保管しなければならない。物証を収集で

きないときには，写真を記録し，技術的な規則に従

って保管しなければならない。物的証拠が銀，金，

サファイヤ等貴重な物品のように見える場合，発見

次第，可及的速やかに，その質と量を分析し証明し

なければならない。 

【第４６条】捜査機関 

 

 

 新たに「捜査機関の設立，捜査機関の長・副長・

捜査官の任命及び解雇は，当該機関が属する省の大

臣又は中央機関の長が決定する」が２項として追

加。 

【第５４条】（捜査機関の）捜査官の権限と義務 

１項２号： 召喚状，招聘状，連行状，拘束命令，

軟禁命令，財産の捜索，保全命令，拘束され

ている被疑者（プートゥクソンサイ）の釈放

  

 召喚状，招聘状，捜査開始命令，捜査不開始命令，

通訳人及び専門家の選任命令，連行状，拘束命令，

軟禁命令，財産の捜索，保全命令，拘束されている
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命令，事件中止又は却下命令の発付を申請

する 

被疑者（プートゥクソンサイ）の釈放命令，事件中

止又は却下命令の発付を申請する 

【第６６条】被告人 

 

 

 新たに「法律の定めに従い民事の損害を賠償す

る」が３項３号として追加。 

【第６７条】被害者 

２項６号： 公判における審理（タイスワン）に参

加する（２項６号） 

２項９号： 捜査機関の長，検察院の長の命令，裁

判所の裁判（カムクトクロン）に対し，上訴

（抗告）し，取消を求める 

２項１０号： 社会に対して深刻な危険でない犯罪

事件について，被疑者（プートゥクハー）又

は被告人と調停合意をする 

 

２項６号： 事件手続及び公判における審理に参加

する 

２項９号： 法律の定めに従い，召喚状，招聘状，

連行状，拘束命令，軟禁命令，財産の捜索，

保全命令，拘束されている被疑者（プートゥ

クソンサイ）の釈放命令，事件中止又は却下

命令の発付を申請する 

２項１０号： 社会に対して深刻な危険でない犯罪

事件の民事損害に関して，被疑者（プートゥ

クハー）又は被告人と調停合意をする  

【第７１条】弁護人又は保護者 

３項８号： 捜査機関の長，検察院の長の命令，裁

判所の裁判書（判決書）に対し，抗告/上訴

し，取消を求める 

  

 本法の定めに従い，捜査機関の長，検察院の長の

命令，裁判所の裁判書（判決書）に対し，抗告/上訴

し，取消を求める 

【第７８条】税務捜査機関の権限と義務 

 税務捜査機関は，刑法，関税法，税法，付加価値

税法に定める国家徴税システムに関する規則違反

について捜査する権限と義務を有する 

 条文タイトルが「税金及び関税捜査機関の権限と

義務」に変更。 

 

 本文が「税金及び関税捜査機関は，刑法，関税法，

税法，付加価値税法に定める国家徴税システムに関

する規則違反について捜査する権限と義務を有す

る」に変更。 

【第９１条】捜査開始命令 

１項： 犯罪に関する確実な情報がある場合，捜査

機関の長，検察院の長は，権限と義務の範囲

内で，捜査開始命令を出さなければならい

ない。その捜査開始命令には，発付の日時，

場所，発付者の氏名，官職，捜査開始に至る

原因と基礎，犯罪の場所，刑法の該当条項を

記載しなければならない。 

  

 犯罪に関する確実な情報がある場合，捜査機関の

長，検察院の長は，権限と義務の範囲内で，捜査開

始命令を出さなければならいない。その捜査開始命

令には，発付の日時，場所，発付者の氏名，官職，

捜査開始に至る原因と基礎，犯罪の場所，罪刑が定

められた刑法典その他の関連法令の該当条項を記

載しなければならない。 

【第９３条】捜査不開始命令  
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２項： 当事者は，当該告知を受理した日から７日

以内に，捜査機関の長の捜査不開始命令につ

いては，同級の検察院の長に上訴する権利

を，検察院の長の捜査不開始命令について

は，上級の検察院の長に上訴する権利を有す

る。検察院の長は，捜査不開始命令に対する

上訴を５日内に検討しなければならない。 

当事者は，当該告知を受理した日から公務日７日

以内に，捜査機関の長の捜査不開始命令について

は，同級の検察院の長に上訴する権利を，検察院の

長の捜査不開始命令については，上級の検察院の長

に上訴する権利を有する。検察院の長は，捜査不開

始命令に対する上訴を５日内に検討しなければな

らない。 

 

【第９５条】捜査官の活動 

１項： 犯罪に関する信用性のある告訴又は通報を

受理した場合，自首，又は犯罪の痕跡を発見

した場合，捜査機関の捜査官は，２４時間以

内に検察院に報告しないといけない。 

  

犯罪に関する信用性のある告訴又は通報を受理

した場合，自首，又は犯罪の痕跡を発見した場合，

２４時間以内に検察院の長に報告するために，捜査

機関の捜査官は，捜査機関の長に報告しなければな

らない。 

【第１１０条】捜査期間 

３項： 追加捜査のために事件ファイルが捜査機関

に返却された場合，捜査期間は事件ファイル

の日から２か月を超えないものとする。 

５項： 延長請求の許可又は不許可については，検

察院の長は，請求を受領したときから４８時

間以内に，理由を記載した書面で命令を発す

るものとする。 

 

３項： 追加捜査の意見とともに事件ファイルが捜

査機関に返却された場合，捜査期間は事件

ファイルの日から２か月を超えないものと

する。 

５項：（「請求」に該当するラオス語が追加されたが，

文章の実質的な意味に変更なし）  

【第１４１条】逮捕の記録 

３項： 逮捕記録には，差し押さえられた物及び被

逮捕者の所持品の名称，量，種類，重量，質，

特徴，特性を記録しなければならない。 

４項： 被逮捕者の適法な所持品は，すべて元の状

態で，家族に返却しなければならず，被逮捕

者立ち会いのもと，受領記録を作成しなけれ

ばならない。これらのものが，完全でない，

または元の状態でない場合，担当官は，刑法

に従い刑事責任を負う。 

 

３項： 逮捕記録には，差し押さえられた物及び被

逮捕者の所持品の名称，量，種類，重量，質，

特徴，特性を記録しなければならない。物的

証拠が銀，金，サファイヤ等貴重な物品のよ

うに見える場合，発見次第，可及的速やかに，

その質と量を分析し証明しなければならな

い 

４項： 捜査の終了後，被逮捕者の適法な所持品は，

すべて元の状態で，家族に返却しなければ

ならず，被逮捕者立ち会いのもと，受領記録

を作成しなければならない。これらのもの

が，完全でない，または元の状態でない場

合，担当官は，罪刑が定められた刑法典その
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他の関連法令に従い刑事責任を負う。 

【第１４８条】事件却下 

 

 

 新たに「本法６条８号に規定された法律による事

件却下の場合には，押収物に関しては，その民事上

の損害について，関連組織に被疑者の過ちについて

まとめさせ，裁判所にそれを提案し，検討させて処

分書を発出させる。」が３項として追加。 

【第１５３条】補充捜査のために事件ファイルを送

り返す 

３項： 捜査機関は，追加捜査指示書受領後３０日

以内に，関係検察院に，補充捜査摘要書とと

もに事件ファイルを送らなければならない。

  

 捜査機関は，本法１１０条３項の規定に従い，追

加捜査指示書受領後２か月以内に，関係検察院に，

補充捜査摘要書とともに事件ファイルを送らなけ

ればならない。 

【第１５６条】カムタレーン 

１項： カムタレーンとは，検察院の長の意見であ

り，被告人の犯罪の分析を裁判所に示し，犯

罪の４構成要素（物質的，客観的，主観的，

行為者），刑事責任を加重軽減する根拠，そ

の他事件に関する重要な案件，刑法その他

の刑罰を定める法律，刑事訴訟法，検察院法

その他の関係法律を示すものである。 

 

 カムタレーンとは，検察院の長の意見であり，被

告人の犯罪の分析を裁判所に示し，犯罪の構成要

素，すなわち客体，客観的，主観的，主体，犯罪の

種類，社会に対する危険の度合い，犯罪者の性格，

刑事責任を加重軽減する根拠，その他事件に関する

重要な案件，刑法典その他の刑罰を定める法律，刑

事訴訟法，検察院法その他の関係法律を示すもので

ある。 

【第１６１条】地区，県，首都人民裁判所の権限（管

轄） 

地区人民裁判所，県，首都人民裁判所の審理判決

は以下のとおり行う 

 １ 刑法その他の法律が，３年未満の自由刑を定

める各犯罪は，地区人民裁判所の管轄である 

 

１ 刑法典その他の法律が，３年以下の自由刑を定

める各犯罪は，地区人民裁判所の管轄である 

 

【第１６３条】裁判所の権限（管轄）に関する裁定

争いがある場合，裁判所の管轄に関する裁定は以

下の通りとする； 

１ 同一県又は首都の地区人民裁判所の管轄に関

する裁定は，県又は首都人民裁判所長が行う 

２ 異なる県の地区人民裁判所の管轄に関する裁

定は，地域人民裁判所長が行う 

３ 県，首都人民裁判所の管轄に関する裁定は，最

高人民裁判所長官が行う 

 

 どの裁判所が事件を検討する管轄を有するかに

関して争いがある場合，起訴状を受け取った裁判所

が最高人民裁判所に検討と裁定を求めなければな

らない。 
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４ 人民裁判所と軍裁判所の管轄に関する規定は，

最高人民裁判所長官が行う 

【第１６８条】補充捜査のための事件ファイルの差

戻し 

１項：（本文）裁判所長は，以下の場合，補充捜査の

ため，あるいは追加起訴のため，検察院に事

件ファイルを差戻す命令を発付する。 

３項： かかる補充捜査において，この法律１４８

条に定める事件終了の事由がある場合，検察

院の長は，事件終了命令を発付し，その旨裁

判所に知らせなければならない。 

 「補充捜査と追起訴のための事件ファイルの差し

戻し」と条文タイトルが変更。 

 １項本文が「裁判所長は，以下の場合，補充捜査

のため，あるいは追加起訴のため，検察院の長に事

件ファイルを差戻す命令を発付する。」に変更。 

 新たに「裁判所が補充捜査のために事件ファイル

を人民検察院に差戻した場合，その捜査の期間を１

か月以内とする。」が３項として追加。 

 旧３項は「かかる補充捜査において，この法律１

４８条に定める事件終了の事由がある場合，検察院

の長は，事件終了命令を発付し，裁判所に裁定書を

発出するよう提案する。」と一部変更され４項に。 

【第２０８条】第一審判決の種類 

２項： 被告人が，本条（１項）１号に定められた

有罪判決を受け，かつ，損害を生じさせた場

合，請求があれば，損害賠償について検討し

なければならず，民事訴訟法に定められた仮

執行宣言を行うことができる。 

  

 被告人が，本条（１項）１号に定められた有罪判

決を受け，かつ，損害を生じさせた場合，請求があ

れば，損害賠償について検討しなければならず，判

決文において意見を示すことができ，民事訴訟法に

定められた仮執行宣言を行うことができる。 

【第２１０条】判決の印刷と交付 

 

 

 新たに「印刷において，数字や表現，それ以外の

技術的な誤りがあった場合，それについては訂正を

しなければならないが，その訂正は，事件における

事実と判決の効果に対して影響を与えてはならな

い。」が４項として追加。 

 新たに「判決書を修正する場合には，関係する合

議体の長の裁定書を作る必要がある。そして，それ

を直ぐに被告人，民事原告，検察院の長，又は判決

執行職員，その他の関係者に通知しなければならな

い。」が５項として追加。 

【第２１２条】控訴要請の権利 

２項： 民事原告，民事上の責任当事者，弁護人又

はその他の後見人は，民事問題に関しての

み，裁判所の裁判に対し控訴要請の権利を有

する。 

  

 民事原告，被害者，民事上の責任当事者，弁護人

又はその他の後見人は，民事問題に関してのみ，裁

判所の裁判に対し控訴要請の権利を有する。 
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【第２１４条】裁判所の判決に対する控訴要請及び

異議申立 

３項： 裁判所の判決に対する控訴要請又は異議申

立の予約がある場合，控訴要請又は異議申立

の予約日から２０日内に，控訴要請又は異議

申立の申請を行わなければならない。 

 

 

３項： 裁判所の判決に対する控訴要請又は異議申

立の予約がある場合，控訴要請又は異議申

立の予約日から２０日内に，控訴要請書又

は異議申立書の申請を行わなければならな

い。第一審裁判所の命令書，裁定書について

は，予約を行った日から７日以内とする。 

 新たに「判決書，命令書，裁定書に対しての控訴

あるいは異議申立の期限の最終日が公休日に当た

る場合，次の公用日を最終日とする。」が４項として

追加。 

【第２１５条】裁判所の判決に対する控訴要請又は

異議申立の規制 

５項： 判決に対する控訴要請又は異議申立の場

合，第一審裁判所は，他方当事者に対し，そ

の者が抗弁又は異議申立を提起できるよう

に，控訴要請又は異議申立について通知し

なければならない。被告人が拘禁されてい

る場合，刑務官を介して通知しなければな

らない。 

 

 判決に対する控訴要請又は異議申立の場合，第一

審裁判所は，他方当事者に対し，その者が抗弁又は

異議申立を提起できるように，７日以内に，控訴要

請又は異議申立について通知しなければならない。

被告人が拘禁されている場合，刑務官を介して通知

しなければならない。 

【第２１９条】控訴審裁判所での訴訟事件審議に関

連する規則 

１項： 控訴審裁判所での訴訟事件審議は，本法第

１６７条，１７０条から２０７条の定めによ

る，第一審裁判所での訴訟事件審議に関連す

る規制と同様に行うものである。 

 

 控訴審裁判所での訴訟事件審議は，本法第１６７

条，１７０条から２０７条及び２１０条の定めによ

る，第一審裁判所での訴訟事件審議に関連する規制

と同様に行うものである。 

【第２２０条】控訴審裁判所の事件審議における権

限範囲 

２項： 訴訟事件の審議において，控訴審裁判所は，

検察院の長の異議申立がある場合を除き，

刑の軽減を判決を有するが，元より重くす

る権利を有しない。 

 

２項： 訴訟事件の審議において，控訴審裁判所は，

検察院の長の異議申立がある場合を除き，

刑の軽減を判決を有するが，元より重くす

る権利を有しない。第一審の検察院の長が

異議申立を行い，控訴検察院の長もそれに

合理的であると合意している場合は，控訴

審裁判所は，刑を重くした判決を出すこと

ができる。 

 新たに「もし第一審検察院の長が異議申立を行わ
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ず，しかし控訴検察院の長が異議申立を行っている

場合には，控訴裁判所は第一審裁判所の判決を破棄

する判決を出し，事件ファイルを第一審裁判所の新

たな合議体に再審理させる。」が３項として追加。 

【第２２２条】控訴審裁判所の判決の種類 

 

 

 新たに「控訴審裁判所の事件手続の中で民事原告

が仮執行を求めた場合には，民事訴訟法の規定に従

って裁判所が検討する。」が６項として追加。 

【第２２４条】第一審裁判所による訴訟事件の再審

議 

１項： 控訴審裁判所が訴訟事件を再審議のため第

一審裁判所へ送り返す場合，当該訴訟事件

の審議は，一般的規制に従うものとする。

 

１項： 控訴審裁判所が事件ファイルを再審議のた

め第一審裁判所へ送り返す場合，当該訴訟

事件の審議は，一般的規制に従うものとす

る。そして，第一審裁判所は，控訴審裁判所

の判決に示された論旨に従って情報証拠と

法律に基づき手続を行わなければならな

い。もし論理的である場合には変更した判

決を行い，論理的でない場合には元の判決

を承認する。 

【第２２６条】判決への破棄要請又は異議申立 

１項： 被告人，民事原告，民事上の責任当事者，

弁護士又はその他の後見人又は検察庁の長

は，控訴審裁判所の命令，決定，及び判決に

ついて，法的側面の適性を調査するために，

破棄審裁判所へ破棄要請又は異議申立の権

利を有する。 

２項： 破棄審裁判所は，被告人，民事原告，民事

上の責任当事者，弁護士又はその他の後見人

からの破棄要請がある場合，又は検察院の長

の異議申立がある場合に限り，控訴審裁判所

の命令，決定及び判決を，審議のため受理す

るものとする。 

３項： 被告人，民事原告，民事上の責任当事者，

弁護人，その他の後見人，又は検察庁の長は，

控訴審裁判所の命令，決定につき，通知を受

けた日から７日以内に，破棄要請又は異議申

立の権利を有する。控訴審裁判所の判決につ

 

１項： 被告人，民事原告，被害者，民事上の責任

当事者，弁護士又はその他の後見人又は検察

庁の長は，控訴審裁判所の命令，決定，及び

判決について，法的側面の適性を調査するた

めに，破棄審裁判所へ破棄要請又は異議申立

の権利を有する。 

２項： 破棄審裁判所は，被告人，民事原告，被害

者，民事上の責任当事者，弁護士又はその他

の後見人からの破棄要請がある場合，又は検

察院の長の異議申立がある場合に限り，控訴

審裁判所の命令，決定及び判決を，審議のた

め受理するものとする。ただし，当事者双方

が和解している事件，軽微な事件，又は被害

額等が高くない事件の場合には，破棄審とし

てはそれを受理しない。 

３項： 被告人，民事原告，被害者，民事上の責任

当事者，弁護人，その他の後見人，又は検察
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いては，当該判決が読み上げられた日又は通

知を受けた日から４５日内に，破棄要請又は

異議申立を行うものとする。 

４項： 破棄要請又は異議申立を予約した場合，予

約日から４５日内に，破棄要請又は異議申立

の申請を行わなければならない。 

 

庁の長は，控訴審裁判所の命令，決定につ

き，通知を受けた日から７日以内に，破棄要

請又は異議申立の権利を有する。控訴審裁

判所の判決については，当該判決が読み上

げられた日又は通知を受けた日から４５日

内に，破棄要請又は異議申立を行うものと

する。 

４項： 破棄要請又は異議申立を予約した場合，予

約日から４５日内に，破棄要請又は異議申

立の申請を行わなければならない。控訴裁

判所の命令書，裁定書については７日以内

とする。もし裁判所の判決文，命令書，裁定

書の破棄要請，異議申立書が期限を徒過し

た場合，その判決書，命令書，裁定書は確定

したものとみなす。 

 新たに「もし控訴審裁判所の判決書，命令書，裁

定書の破棄要請，異議申立書の提出の期限の最終日

が公休日に当たる場合には，次の公用日を期限とす

る。」が５項として追加。 

【第２２７条】破棄要請に関する規制 

４項： 控訴審裁判所が，破棄要請又は異議申立を

受理したが，破棄審裁判所に事件ファイルの

送付期限以上に引き延ばす場合，破棄要請者

又は異議申立者は，破棄審裁判所に直接破棄

要請又は異議申立を行う権利を要する（４

項） 

５項： 判決に対する破棄要請又は異議申立の場

合，控訴審裁判所は，他方当事者に対し，そ

の者が破棄要請の抗弁又は異議申立を提起

できるように，破棄要請又は異議申立につい

て通知しなければならない。被告人が拘禁さ

れている場合，刑務官を介して通知しなけれ

ばならない。 

 

４項：（文意を明確にするために言葉が追加された

もの。和訳には特に変更なし。） 

５項： 判決に対する破棄要請又は異議申立の場

合，控訴審裁判所は，他方当事者に対し，そ

の者が破棄要請の抗弁又は異議申立を提起

できるように，７日以内に，破棄要請又は異

議申立について通知しなければならない。

被告人が拘禁されている場合，刑務官を介

して通知しなければならない。 

【第２３１条】破棄審裁判所の判決の種類 

 

 

 「控訴審判決の一部又は全部を変更すること」が

４号として追加。 
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【第２３４条】控訴審裁判所による訴訟事件の再審

議 

１項： 破棄審裁判所が，判決を破棄し，再審議の

ため控訴審裁判所へ送り返す場合，当該訴訟

事件の再審議は，本邦第２１９条に基づくも

のとする。 

３項： 訴訟事件の再審議において，破棄審裁判所

が，同じ判決を下し，２回目にその訴訟事件

を控訴審裁判所へ送り返す場合，控訴審裁判

所の新たな合議体は，破棄審裁判所の判決を

厳格に実施しなければならない。 

 

１項： 破棄裁判所が事件ファイルを控訴裁判所に

送り返し，再度検討させた場合は，控訴審裁

判所はその事件を受理し，証拠と法律に基

づき，裁判所の審理に関する一般規則に従

って再審理しなければならない。 

３項： 訴訟事件の再審議において，破棄審裁判所

が，同じ判決を下し，２回目にその訴訟事件

ファイルを控訴審裁判所へ送り返す場合，

控訴審裁判所の新たな合議体は，破棄審裁

判所の判決を厳格に実施しなければならな

い。 

【第２３５条】裁判所裁判の執行 

 

 

 「民事の損害賠償を仮に執行させる第一審判決又

は上訴審判決」が２項４号として追加。 

【第２３８条】受刑者の釈放 

４項： 大赦による釈放は，国民議会の決議に従い

実施されるものとする。 

  

 大赦による釈放は，国民議会の決議の後，国家主

席の大赦の宣言に従い実施されるものとする。 

【第２３９条】受刑者釈放の実施方法 

１項： 受刑者が，裁判所判決で定められたとおり

刑の服役を完了した，又は期間前の釈放を受

けた，又は恩赦による釈放を受けた，又は検

察院の長の命令に基づく釈放を受けた後，刑

事施設の長は，釈放予定者に準備をさせ，教

育を受けさせ，その者に宣誓書を書いて誓う

よう求めるものとする。村の行政機関及びか

かる者の家族又は親族は，釈放時の立会に招

かれ，村の行政機関は，かかる者を引き続き

教育するよう任命されるものとする。 

３項： 刑事施設の長は，法及び規則の定めにより

釈放の記録を作成するものとする。  

 

１項： 受刑者が，裁判所判決で定められたとおり

刑の服役を完了した，又は条件付き期間前

の釈放を受けた，又は恩赦・特赦による釈放

を受けた，又は検察院の長の命令に基づく

釈放を受けた後，刑事施設の長は，釈放予定

者に準備をさせ，教育を受けさせ，その者に

宣誓書を書いて誓うよう求めるものとす

る。村の行政機関及びかかる者の家族又は

親族は，釈放時の立会に招かれ，村の行政機

関は，かかる者を引き続き教育するよう任

命されるものとする。 

３項： 刑事施設の長は，法及び刑事施設の規則の

定めに従って釈放の記録を作成するものと

する。  
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